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第１ 総則 

 １ 砂利採取に当たってのお願い 

  砂利採取法は、砂利の採取に伴う災害の防止を目的に制定され、採取に当たって知事が

認可した採取計画に従って行う旨が定められています。 

採取計画の審査基準については「砂利の採取計画の認可に関する基準」に定めるとおり 

ですが、ここに掲げた基準は必要最小限の規制を示したにすぎず、必要に応じこれらの基

準を上回る措置を講じる必要があります。 

事業者の皆様におかれましては、災害や事故のない安全な砂利採取の実現に向け、業務 

主任者を中心に、経営者及び従業員一丸となって技能向上に努めるとともに、日頃からよ

く砂利採取場を把握し、採取場の実態に即した適切な採取計画を立案されますようお願い

します。 

また、砂利採取業が地域に根ざした地場産業であることを踏まえ、採取計画の申請に当

たっては、隣接土地所有者ほか近隣住民等との十分な調整を図ることとし、採取開始後も

地域の生活環境等に配慮した円滑な施工に協力願います。 

 ２ 用語の定義 

   この手引きにおける用語の定義は、次のとおりです。 

   法－砂利採取法（昭和43年法律第74号） 

   認可規則－砂利の採取計画等に関する規則（昭和43年通商産業省・建設省令第１号） 

   登録規則－砂利採取業者の登録等に関する規則（昭和43年通商産業省令第80号） 

   砂利要綱－栃木県砂利採取計画認可事務取扱要綱 

   認可基準－砂利の採取計画の認可に関する基準 

   軽微基準－砂利の採取計画の軽微な変更に該当する事項を定める基準 

   土砂要綱－栃木県土砂等による採取場の埋立て等に関する要綱 

 ３ 作成方法 

(1) 用紙サイズ 

    日本産業規格Ａ４版で作成してください。図面等については、縮尺に応じ適宜見やす

い大きさで作成してください。 

(2) 図面関係 

    明瞭性を損なわない範囲で図面を兼用することもできます。この場合、図面名称を併

記し、兼用していることが分かるようにしてください。 

    また、採取区域及び搬出入路については、分かりやすいように着色してください。 

 ４ 端数処理について 

   求積計算において、計算の結果、端数が生ずる場合には、最終の合計の数字において小

数点第１位を四捨五入して整数とする等、合理的な方法で処理してください。計算過程に

ついては、図面又は計算書において明記願います。 

 ５ その他 

   ア 書類審査と並行し、申請地等の現地調査を実施します。 

書類審査や現地調査の結果、適正な許認可事務を遂行するために必要と判断される

場合は、本手引きに定めのない書類であってもその提出を求めることがあります。 

   イ 砂利採取法の認可事務を移譲している市町（栃木市、那須塩原市）については、移

譲先の市町の指導に従ってください。 
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第２ 砂利採取計画（採取場・洗浄施設）の認可申請共通事項 

ア 「収入証紙貼付欄」に栃木県の収入証紙を貼付すること。 

イ 「日付欄」には申請年月日を記入すること。 

ウ 「住所」、「氏名又は名称 法人にあってはその代表者の氏名」、「登録年月日」

及び「登録番号」欄については、砂利採取業登録通知書の内容を記入すること。変更

通知がある場合は、変更後の内容を記入すること。 

  ［記入例］ 

 

採取計画認可申請書 

 

 

 

栃木県知事 〇〇 〇〇 様 

 

 

 

   住所                             ○○市○○町○○番地 

   氏名又は名称                ○○株式会社 

   法人にあっては代表者の氏名       代表取締役 ○○ ○○  

   登録年月日                       昭和○○年○月○日 

   登録番号                         栃木第○○号 

 

 

 

   住所               那須塩原市上厚崎273番地34 

   氏名又は名称           栃木県陸砂利採取業協同組合 

   法人にあっては代表者の氏名    理事長 ○○ ○○ 

   登録年月日            昭和５０年８月１３日 

   登録番号             栃木第５７８号 

     (栃陸砂第 ○○ 号） 

 

砂利採取法第１６条の規定により、次のとおり採取計画の認可を申請します。 
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第３ 砂利採取計画（採取場）の認可申請（砂利要綱別記様式第１号の１） 

１ 採取場の区域 

(1) 採取場の所在地 

採取予定地（搬出入路、表土の堆積場を含む。）を記入すること。 

予定地が２筆以上ある場合は、下記の例によること。 

〔記入例〕 

    ○○郡△△町大字□□字××１２３４番 ほか○筆 

(2) 採取場の面積（実測） 

ア 採取場 

実際に砂利を掘削する土地の面積（保安距離も含む。）を記入すること。 

イ 道路、表土の堆積場 

搬出入路等（公道と採取場とを結ぶ原石等を運搬するための通路であって、今回の

砂利採取により新たに開削されるものをいう。）及び表土の堆積場（表土を保管する

ために確保された土地であって、砂利の採掘を目的としないものをいう。）の面積を

記入すること。 

〔記入例〕 

採 取 場 道路、表土の堆積場 

１４,５０３㎡ ８３０㎡ 

(3) 採取場の地番 

        採取予定地（搬出入路及び表土のたい積場を含む。）の登記簿上の内容をそれぞれ該

当欄に転記してください。 

〔記入例〕 

地 番 
地 目 地 積 

（公簿面積） 
所有者 備 考 

台帳 現況 

○○○ 

１２３４ 
田 田 ２,３４５㎡ ○○○○ 

 

 

 〃 

１２３５ 
田 田 １,２３４㎡ ○○○○ 

相続人 

○○○○、○○○○ 

２ 採取の方法に関する事項 

(1) 採取の方法及び採取面積 

 ア 保安距離、掘削勾配及び掘削深 

法令、要綱等の基準を満たした上で、現地の状況に応じ適切な保安距離・掘削勾配

及び掘削深を検討すること。特に、水利施設、河川及びその堤防、道路又は鉄道の盛

土、鉄道の軌道敷、鉄道の高架橋、送電線の鉄塔が隣接又は近接している場合は、管

理者と協議し、適切な保安距離を確保すること。（第５関係書類－16参照） 

砂利採取計画の認可に関する基準（抜粋） 

★保安距離（農地）→２ｍ以上   

★保安距離（家屋・公共物件等）→５ｍ以上 

★掘削勾配→堅くしまった砂利にあっては45度 

★掘削深→原則10ｍ以内 
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イ 採取場実測面積、保安距離の面積及び採取実面積 

図面(実測平面図・実測縦断面図・実測横断面図等)及び面積計算書の内容と一致さ

せること。 

〔記入例〕 

保安距離 ５ｍ 掘削勾配 ４５度 掘削深(高さ) １０ｍ 

掘削の方法 機械堀 

採取場実測面積(Ａ＋Ｂ) 保安距離の面積（Ａ） 採取実面積（Ｂ） 

１４,５０３㎡ ２,５０３㎡ １２,０００㎡ 

(2) 採取量及び埋戻し土量 

「採取量計算書（第５関係書類―４(2)ウ）」の内容と一致させること。 

ア 掘削数量 

砂・砂利等の種類別に記入すること。 

原石を自社で洗浄せず他社に販売又は譲渡する場合には、切込みに一括して計上す

ること。 

イ 埋土総数量 

還元土石・搬入埋土(岩類)・搬入埋土(土砂類)の種類別に記入すること。 

ウ 採取量 

掘削した砂利相当分を埋め戻す必要があるため、掘削数量と埋土総数量は同一の

値となり、認可書に採取予定量として記載される。 

エ その他 

「採取計画及び実施工程表（第５関係書類－14）」の内容と一致させること。 

〔記入例〕 

掘削数量 種     類 １日当たり採取量 採取予定量 計 

 

 

 砂 (0.01～5)㎜       ３０㎥  ８,０００㎥ 

４０,０００㎥ 

 

 砂利 (5～80)㎜       ９０㎥ ２４,０００㎥ 

玉 

石 

 砕      石       ３０㎥  ８,０００㎥ 

 そ  の  他            ㎥           ㎥ 

 切  込  み            ㎥           ㎥ 

     

埋土総数量 埋土の種類 １日当たり埋土量 埋戻し予定量 計 

 還 元 土 石       １５㎥ ３,６００㎥ 

４０,０００㎥ 搬入埋土(岩類) １２０㎥ ３１,２００㎥ 

搬入埋土(土砂類)       ２０㎥ ５,２００㎥ 

表土数量 実面積 １２,０００㎡×表土厚さ １.０ｍ＝１２,０００㎥ 

(3) 採取及び埋戻し期間 

 ア 採取期間 

     各工程毎の所要日数（採取開始日及び採取終了日を含む。）を記入すること。 
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採取面積（保安距離を含めた採取場実測面積をいう。）に応じ、採取期間（採取開

始日から採取終了日までの期間をいう。）が異なるので、注意すること。 

陸砂利における砂利採取計画の認可に関する基準（抜粋） 

★ 採取面積が１㏊未満→１年以内 

★ 採取面積が１㏊以上 2㏊以下→１年６月以内 

   イ その他 

「採取計画及び実施工程表（第５―14）」の内容と一致させること。 

〔記入例〕 

①表土除去 ３１日間（令和４年７月１日～令和４年７月３１日） 

②掘削採取 ２７３日間（令和４年８月１日～令和５年４月３０日） 

③基盤造成(埋戻し) ２８０日間（令和４年９月１日～令和５年６月 ７日） 

④整地仕上げ(表土) ９１日間（令和５年４月１日～令和５年６月３０日） 

(4) 採取用機械器具及び設備等  

砂利採取に使用する機械器具及び設備等を記入すること。 

特定建設作業実施届（騒音規制法・栃木県生活環境の保全等に関する条例）を提出し

ている場合は、その内容と適合していること。 

砂利採取の洗浄施設として認可を受けている設備については、記載不要とする。 

〔記入例〕 

名  称 型 式 出 力 規 格 容 量 台 数 用  途 

油圧ショベル 〇〇○３２５ＰＳ バケット１.１㎥ １ 掘削及び積み込み 

     

(5) 洗浄施設 

    添付した洗浄施設認可書の内容を転記すること。 

原石を洗浄せず他社に販売又は譲渡する場合には、主たる販売先に販売先等の名称を

記入すること。 

〔記入例〕 

施設の名称 概 要         

水洗式陸上 

選 別 機 

所 在 地 ○○郡○○町大字□□字××ほか１０筆 

設置年月日 昭和５５年１０月１日 

認可期間 令和２年１０月１日～令和５年９月３０日 

認可番号 栃木県指令工第○○〇号 

施設の能力 
１日当り生産量 

    ５００㎥ 

１ヵ月当たり生産量 

  １０,０００㎥ 

洗浄しない 

場 合 
主たる販売先                   



- 6 -

(6) 採取場に近接する施設等 

採取場の外周を起点に半径300メートル以内の範囲に位置する水利施設（農業用水路

等をいう。）、公共施設（河川、道路、鉄道、電気、電話、上下水道等の公共インフラ

をいう。）、教育施設（学校教育法に規定する幼稚園、小中学校、高等学校、特別支援

学校等をいう）、児童福祉施設（児童福祉法に規定する保育所等をいう。）、医療施設

（医療法に規定する病院又は診療所をいう。）等について、施設等の名称、管理団体名

称及び管理責任者を記入すること。 

なお、水利施設、公共施設、教育施設、児童福祉施設、医療施設等が採取場に隣接又 

は近接しており、砂利採取により当該施設の機能を損なう可能性を否定できない場合は 

施設設置者（管理責任者）の同意書を提出すること。（第５関係書類－16参照） 

〔記入例〕 

施 設 等 の 名 称 管 理 団 体 名 称 管 理 責 任 者 

○○農業用水路 ○○土地改良区 ○○土地改良区長 

一級河川 ○×川 栃木県（○△土木事務所） 
栃木県知事 

（○△土木事務所長） 

送電線鉄塔 
東京電力パワーグリッド 

株式会社 

東京電力パワーグリッド 

宇都宮支社 

東北新幹線 東日本旅客鉄道株式会社 
ＪＲ東日本大宮支社 

宇都宮地区 

○○市立○○小学校 ○○市教育委員会 ○○小学校長 

   

３ 災害防止に関する事項 

  (1) 掘削工程 

    掘削工程における災害防止対策を具体的に記入すること。 

〔記入例〕 

採取場の管理方法 
 業務主任者を常時巡回させ、作業員に計画ど

おり作業を実施させるよう監督する。 

 

除去した表土

の処理方法 

 

 

 

堆積の方法 
採取場内の平坦地に、「高さ5.0ｍ以下、 

3,000㎡」の範囲で野積堆積する。 

付近物件への災害防

止策 

隣接地まで５ｍの保安距離を確保し、安定勾

配（1:1.8）で堆積する。 

降雨時の表土流出防

止策 

降雨による表土の崩壊流出に備え、周囲に 

1.0ｍ以上の土留工を施し、幅1.0ｍ以上の側溝

を設ける。 

廃土石の処理方法 適時埋め戻す。 
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(2) 採取場近隣に対する対策等 

    採取場近隣の環境を保全するために必要な災害防止対策を具体的に記入すること。 

〔記入例〕 

災 害 等 対         策 

地下水変動防止 地下水域には透水性のよい岩類を埋め込み、水位変動を防止する。 

騒音防止 

低騒音型重機を使用する。 

採取場の周囲に防音性能を有する透過性メッシュシートを設置す

る。 

粉じん防止 清掃の上、適時散水する。 

交通災害防止 

過積載による落石等がないよう、搬出時の目視確認を徹底する。 

毎月１回従業員及び運転手に対する保安講習会を実施し、交通法令

及び交通道徳の遵守意識の育成に努める。 

ポンプアップ 上澄み後の清水のみを放流するので、汚濁水の場外流出はない。 

その他 

採取場の近隣住民に十分配慮した上で、砂利採取を行う。 

苦情等が寄せられた場合は、速やかに原因を追究し、真摯に対応す 

る。 

(3) 水切りの方法 

    水切りの方法を具体的に記入すること。 

〔記入例〕 

水切り装置及び 

水切りの方法 
 平坦地に一時野積し、十分水切りする。 

(4) 運搬道路の管理 

    原石等の運搬に使用する市町村道及び私道等の維持管理方法について、具体的に記入

すること。 

    地元自治会、道路管理者等との間で協定等を締結している場合には、その内容と一致さ

せること。 

〔記入例〕 

通行する市町村

道、私道等の維持

管理のための方法 

１ ダンプ等からの水タレ・マキ出し・落石等を防止するため、十分

に水切りを行い、シートの装着を行う。 

２ 道路又は取付部分で交通安全を確保するため保安員を設置し、ミ

ラー等の安全施設を設置する。 

３ 適宜巡回し道路状況の把握に努め、午前・午後に１回ずつ清掃を

実施するとともに、破損を発見した場合は速やかに対応する。 

４ 運搬等に関する事項 

(1) 運搬 

    原土石及び製品の運搬に係る事項について記入すること。 

    操業時間については、地域の生活環境に十分配慮すること。地元自治会、道路管理者等

との間で協定等を締結している場合には、その内容と一致させること。 

(2) 国・県道に至る運搬経路図 

 ア 本文中にて説明する場合 

     採取場から、国道・県道に至るまでの経路を図示すること。洗浄施設へ運搬する場

合は、当該洗浄施設までの経路も含むものとする。 
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   イ 別紙を作成する場合 

     本文中に収まらない場合は、「別紙 運搬経路図のとおり」と記入し、運搬経路、

国道・県道の位置及び運搬する洗浄施設を朱記した運搬経路図を提出すること。 

位置図又は見取図等に運搬経路、国道・県道の位置及び運搬する洗浄施設を記入する

ことにより、運搬経路図の作成を省略する場合は、「別紙見取図のとおり」と記入す

ること。 

(3) 過積載防止方法 

    過積載防止のための取組について、具体的に記入すること。 

〔記入例〕 

① さし枠取付車等不正改造車を使用しない。 

② さし枠取付車等不正改造車に、砂利等を積み込まない。 

③ 過積載を行わない。 

５ 採取跡地の整地計画に関する事項 

採取跡は、原則として埋戻しを行い、採取前の状態に復元する必要があるので、その旨

を説明すること。 

   ア 採取跡地の利用目的 

     陸砂利採取の場合は、「農地（田）」等と記入し、跡地の整地計画を「(1)埋戻しを

行う場合」にて説明すること。 

山砂利採取の場合は「山林」等と、跡地について他の法令に基づく土地利用の予定が

ある場合はその利用計画（「産業廃棄物処分場設置」等）を記入すること。また、跡

地の整地計画を「(2)埋戻しを行わない場合」にて説明すること。 

イ 復元レベル 

   採取前地盤高まで埋め戻し、現況地盤高と一致する旨記入すること。 

〔記入例〕 

採取跡地の利用目的 農地（田） 復元レベル 採取前地盤高 

(1) 埋戻しを行う場合 

公災害の発生のおそれのない適切な土砂により、安全に埋め戻しが行われる計画である

旨記入すること。 

   ア 要埋戻し面積 

     「要埋戻し面積」欄は、「２(1)採取実面積（Ｂ）｣と一致させること。 

   イ 所要日数 

「所要日数」欄は、「２(３)採取及び埋戻し期間」の表を参考に、③基盤造成（埋 

戻し）及び整地仕上げ（表土）に要する日数を引用すること。 

   ウ 埋戻し土砂の確保状況 

「埋土の確保状況を示す書面」の内容を転記すること。 

「所有者」欄の余白に土砂等の発生元（洗浄施設、採石場、鉱山、一時堆積場等）

を、「備考」欄に砂利採取法、採石法又は鉱業法による認可番号等を記入すること。 

 

 

 

 

 



- 9 -

〔記入例〕 

要埋戻し面積 １２,０００㎡ 所要日数 ３０３日間 

使用 

機械 

種 類        性   能 台数 

湿地ブルドーザー（○○Ｄ７Ｒ） 排土板２.１㎥、９０馬力 １台 

埋戻

し土

砂の

確保 

状況 

所 在 地 所有者 面積 土砂量 備考 

□□町大字△△字××

１２番地ほか１９筆 

㈱○○○ 

(洗浄施設） 
８０,０００㎡ １５,５００㎥ 

栃木県指

令工○号 

□□町大字△△字××

１２番地ほか１９筆 

㈱○○○ 

(採石場） 

２００,０００

㎡ 
７,５００㎥ 

栃木県指

令工○号 

□□町大字△△字××

１００番地ほか２０筆 

○○鉱山㈱ 

（鉱山） 

５００,０００

㎡ 
１２,０００㎥ 

関産資 

第○号 

□□町大字△△字××

２００番地ほか１９筆 

㈱○○○ 

（一時 

堆積場） 

４,０００㎡ ５,０００㎥ 

○○市指

令廃棄対

第○○号 

計 ４０,０００㎥ 
 

運搬 

方法 
所有・代

車の別 
台数 

１日当たりの延台

数 
１日平均運搬土量 

１０ｔダン

プによる 
代車 ５台 １００台 ５００㎥ 

採取可能な埋戻し 

土 砂 の 土 量 計 算          

認可書及び埋土購入契約書の写し並びに土量計算書のと

おり 

そ の 他 埋 戻 し          

に 関 す る 事 項          

「栃木県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の

発生の防止に関する条例」及び「栃木県土砂等による採取

場の埋立て等に関する要綱」に従い、安全基準を満たした

土砂により適切に埋め戻す。 
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(2) 埋戻しを行わない場合 

    採取場跡地における災害防止対策を具体的に記入すること。 

    他の法令による規制等がある場合は、当該許可基準等と適合させること。 

〔記入例(山林に復元する場合)〕 

緑化計画 
 林地開発許可（栃木県指令森整第○○－○○○号）に従い、採取跡

の平場に客土の上、植林する。法面は、芝張り工を施す。 

水処理 
 林地開発許可(栃木県指令森整第○○－○○○号)に従い、浸透池を

設ける。 

危険防止策 
採取跡に人が立ち入らないようにするため、周囲に防護柵をめぐら

し、鉄製門扉により出入口を封鎖する。 

その他   

〔記入例(産業廃棄物処分場の設置に伴う砂利採取の場合)〕 

緑化計画 
 産業廃棄物設置許可（栃木県指令○○）に従い覆土し、緑化は行わ

ない。 

水処理  産業廃棄物設置許可（栃木県指令○○）に従い、適切に処理する。 

危険防止策 
人が立ち入らないようにするため、周囲に防護柵をめぐらし、出入

口に鉄製門扉を設置する。 

その他 
 産業廃棄物処理施設設置に付随した砂利採取のため、砂利採取事

業としての埋め戻しは行わない。 
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第４ 砂利採取計画（洗浄施設）の認可申請（砂利要綱別記様式第１号の２） 

１ 洗浄施設場の区域 

(1) 洗浄施設場の所在地 

  洗浄施設場とは洗浄施設（プラント本体）、堆積場及び沈殿池の総称を指し、これら

を一体的に管理する土地の区域は全て洗浄施設場に含まれるので、それらの所在地を記

入すること。 

予定地が２筆以上ある場合は、下記の例によることとする。代表地番については、申

請者の選択に委ねるので、経営上適当と思われるものを記入すること。 

〔記入例〕 

    ○○郡△△町大字□□字××１２３４番 ほか９筆 

(2) 洗浄施設場の面積（実測） 

    洗浄施設、堆積場及び沈殿池の実測面積を記入すること。 

  (3) 洗浄施設場の地番 

    洗浄施設が所在する土地の登記簿上の内容をそれぞれ該当欄に転記すること。 

    既に設置された洗浄施設の認可を更新する目的で申請を行う場合は、地目の現況欄に

洗浄施設の用途等（洗浄施設、堆積場、沈澱池等）を記入すること。 

〔記入例〕 

地 番 
地   目 地  積 

(公簿面積) 
所 有 者 備  考 

台 帳    現 況 

○○○１１ 山 林 洗浄施設 ２,３４５㎡ ○○○○  

○○○１２ 原 野 沈澱池 １,２３４㎡ ㈱○○砂利 一部堆積場 

      

  (4) 洗浄施設の設置期間 

３年以内の期間を記入すること。既に設置された洗浄施設の認可を更新する目的で申

請を行う場合、継続して認可を受けられるよう、前回認可期間の終了日の２月前を目安

に申請すること。 

なお、認可基準第５第１項に掲げる要件に全て該当する場合には、認可期間を５年以

内とすることができるので、日頃から洗浄施設の適切な維持管理に努めること。 

砂利採取計画の認可に関する基準 

第５ 洗浄施設 

１ 採取期間 

採取期間は、原則として３年以内とする。ただし、次に掲げる事項のいずれに

も適合する場合は、５年以内とすることができる。 

(1) 洗浄施設の区域内及びその周囲に安全対策措置が適切に講じられており、災

害防止に関し優良と認められる施設であること。 

(2) 申請前直近の５年以内に、施設の区域内において、労働災害その他従業員の

人身事故が発生していないこと。 

(3) 申請前直近の５年以内に、砂利採取法その他の法令に違反し、監督処分又は

行政指導を受けていないこと。 
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  (5) 洗浄施設の生産能力 

    製品種類別に、１日当たり生産量及び１ヶ月当たり生産量を記入すること。 

〔記入例〕 

種    類 １日当たり生産量 １ヶ月当たり生産量 備   考 

砂（0.01～５㎜）       ３２０㎥    ６,４００㎥  

砂利（5～80㎜）       ５８０㎥   １１,６００㎥  

玉石（80～300㎜）               ㎥               ㎥  

計       ９００㎥   １８,０００㎥  

(6) 洗浄施設機械器具及び設備等 

ア 洗浄施設に付属する器具（揚水用ポンプ、モーター等）及び洗浄等の設備（破砕、

ふるい、シックナー等）について、各項目を記入すること。 

イ 洗浄設備系統図と一致させること。 

ウ 一般粉じん発生施設（大気汚染防止法、栃木県生活環境の保全等に関する条例）、

特定施設（水質汚濁防止法、振動規制法、栃木県生活環境の保全等に関する条例）、

特定建設作業（騒音規制法、栃木県生活環境の保全等に関する条例）の届出がある場

合は、その内容と一致させること。 

    エ 説明スペースが不足する場合は、「別紙のとおり」と記入の上、別紙を添付するこ

と。 

〔記入例〕 

名    称 型式出力 規格容量 台数 用  途 

ドラムウォッシャー ５５kw １５０ｔ／ｈ １ 砂利洗浄 

スパイラル分級機 ７.５kw １００ｔ／ｈ １ 砂泥選別 

     

(7) 洗浄施設に近接する施設等 

洗浄施設の外周を起点に半径300メートル以内の範囲に位置する水利施設（農業用水

路等をいう。）、公共施設（河川、道路、鉄道、電気、電話、上下水道等の公共インフ

ラをいう。）、教育施設（学校教育法に規定する幼稚園、小中学校、高等学校、特別支

援学校等をいう。）、児童福祉施設（児童福祉法に規定する保育所等をいう。）、医療

施設（医療法に規定する病院又は診療所をいう。）等について、施設等の名称、管理団

体名称及び管理責任者を記入すること。 

なお、水利施設、公共施設、教育施設、児童福祉施設、医療施設等が洗浄施設に隣接 

又は近接しており、洗浄施設の設置により当該施設の機能を損なう可能性を否定できな 

い場合は、施設設置者（管理責任者）の同意書を提出すること。（第５関係書類－16参 

照） 
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〔記入例〕 

施 設 等 の 名 称 管 理 団 体 名 称 管 理 責 任 者 

○○農業用水路 ○○土地改良区 ○○土地改良区長 

一級河川 ○×川 栃木県（○△土木事務所） 
栃木県知事 

（○△土木事務所長） 

送電線鉄塔 
東京電力パワーグリッド 

株式会社 

東京電力パワーグリッド 

宇都宮支社 

東北新幹線 東日本旅客鉄道株式会社 
ＪＲ東日本大宮支社 

宇都宮地区 

○○市立○○小学校 ○○市教育委員会 ○○小学校長 

   

(8) 沈殿池の設置に関する事項 

既存の沈澱池及び新設する沈澱池について、各項目を記入すること。 

〔記入例〕 

保安距離 ５ｍ 掘削勾配 ４５度 深さ ３ｍ 掘削の方法 機械掘 

沈 澱 池     面 積     掘 削 数 量         種類(砂、砂利、その他) 備 考 

第１ ６００㎡ １,４００㎥ 砂利 １,４００㎥ 新設 

第２ ５００㎡ １,０００㎥ 土砂 １,０００㎥ 既設 

(9) 中間処理施設との併用の有無 

  有無のいずれかを選択すること。 

   有を選択した場合は、廃棄物の処理及び清掃法に基づく許可書（写し）を添付するこ 

  と。（第５関係書類－９参照） 

２ 災害防止に関する事項 

(1) 洗浄施設場の管理 

洗浄工程における災害防止対策を具体的に記入すること。 

〔記入例〕 

洗浄施設の災害防止策 
第三者の立入りを防止するため、洗浄施設の区域内

及びその周囲に防護柵を設置し、立入禁止表示をする。 

汚水処理施設の災害防止策 

操業開始時、正午、操業終了時の各３回、排水口を

点検し、万が一汚濁水の流出を発見した場合は、速や

かに原因を追究する。 

製品の堆積方法 
十分な保安距離を確保の上、高さ５ｍ以内で安定勾

配（1：1.8）により野積堆積する。 

廃土石の処理方法 埋め戻しに使用する。 

騒音粉じん等の防止策 
操業時間以外の運転は行わない。 

防じんカバーを設置、散水を実施する。 

その他参考事項  ホッパービン使用による水切りを実施 
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  (2) 水切りの方法 

〔記入例〕 

水切り装置及び 

水切りの方法 

ホッパービン１５０t×４基 

野積堆積場９,０００㎡ により自然水切り 

(3) 運搬道路の管理 

    原石等の運搬に使用する市町村道及び私道等の維持管理方法について、具体的に記入

すること。 

    地元自治会、道路管理者等との間で協定等を締結している場合には、その内容と一致さ

せること。 

〔記入例〕 

通行する市町村道、

私道等の維持管理の

ための方法 

原石の 

搬入路 

水タレ・マキ出し・落石等を防止するた 

め水切りを行い、シートを装着する。必 

要の都度整備補修を実施する。 

６０ 

台/日 

製品の 

搬出路 

道路の汚損、砂利の散乱等の整備を保安 

員に実施させる。また、市町道使用に伴う 

協定の条件を遵守する。 

 ３０ 

 台/日 

３ 洗浄等の方法 

 (1) 「砕石選別の方法」及び「洗浄方法」 

該当部分を○で囲むこと。 

  (2) 利用水源 

ア 区分 

「環流方式」、「地下水」等と記入すること。 

「地下水」を水源とする場合は、周辺の井戸水・農業用水等に影響を与えない量に

とどめるものとし、その旨を参考欄に記載すること。 

   イ 取水の方法 

「ポンプ揚水」等と記入すること。 

  (3) 汚濁水の処理 

「還流方式」と記入し、洗浄用水として再利用すること。 

  (4) 処理施設 

   ア 施設の名称 

「第１沈澱池」、「シックナー」、「フィルタープレス」等と記入すること。 

   イ 「沈殿池」の「最大容量」 

「第４砂利採取計画(洗浄施設)－(8)」の掘削数量の内容と一致させること。 

   ウ 「沈殿池」の「通常容量」 

処理施設の最大容量の７割で算出すること。 

   エ 「沈殿池」の「構造」 

「コンクリート製」、「掘り込み式」等と記入すること。 
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第５ 関係書類 

１ 連帯保証書（砂利要綱第２条第２項） 

砂利の採取に伴う災害防止及び採取計画の履行に関する同業者２者以上の連帯保証書

（砂利要綱別記様式第２号）を提出すること。陸砂利組合が共同申請者となる場合は提出

不要。 

 ２ 位置図（認可規則第３条第２項第１号） 

   縮尺50,000分の１の地図に、採取場（洗浄施設）の位置を朱記すること。 

 ３ 見取図（認可規則第３条第２項第２号） 

   次のとおり作成すること。 

ア 採取場（洗浄施設場）の区域を朱線で囲むこと。 

イ 採取場（洗浄施設場）の外周を起点に半径300メートルの円を描画し、その範囲に

位置する人家、農地、水利施設（農業用水路等をいう。）、公共施設（河川、道路、

鉄道、電気、電話、上下水道等の公共インフラをいう。）、教育施設（学校教育法に

規定する幼稚園、小中学校、高等学校、特別支援学校等をいう）、児童福祉施設（児

童福祉法に規定する保育所等をいう。）、医療施設（医療法に規定する病院又は診療

所等をいう。）等を明示すること。 

ウ イの施設が、砂利採取場（洗浄施設場）に隣接又は近接しており、砂利採取（洗浄

施設の設置）により当該施設の機能を損なう可能性を否定できない場合は、施設設置

者（管理責任者）の同意書を提出すること。 

（第３砂利採取計画(採取場)の認可申請－２(６)・ 

第４砂利採取計画(洗浄施設)の認可申請－１(７)参照） 

 ４ 実測平面図（認可規則第３条第２項第３号） 

(1)のとおり掘削又は切土に係る土地の現況平面図及び計画平面図（いずれも縮尺500

分の１）を作成し、(2)のとおり平面図を元に作成した求積図等とともに提出すること。 

  (1) 現況平面図及び計画平面図の作成方法 

ア 採取場（洗浄施設場）の区域、保安距離及び他の土地との境界を明示すること。 

イ 採取場（洗浄施設場）に近接する人家及び公共施設等について明示すること。 

ウ 縦横断測量の測点及び水準杭の位置を明示すること。 

エ 砂利の搬出経路、道路及び表土の堆積場について明示すること。（計画平面図に限

る。） 

   オ 洗浄施設の申請にあっては、洗浄施設配置図、洗浄設備系統図及び水処理系統図を

明示すること。 

  (2) 求積図等の作成方法 

次のとおり求積図、面積計算表及び採取量計算書を作成し、添付すること。 

   ア 求積図 

採取場実測面積、保安距離の面積、採取実面積、道路、表土の堆積場の面積（洗浄

施設場にあっては、洗浄施設の面積、堆積場の面積、沈殿池の面積及び合計面積）に

ついて作成し、面積計算に用いた座標、計算線等を図示すること。 

   イ 面積計算表 

     面積計算の過程を説明した計算式を記載すること。（求積図余白への記載可） 

ウ 採取量計算書 

採取される砂利等の数量を説明した計算式を記載すること。計算の方法は、採取場

の地形等を考慮し正確に算出される方法であるものとする。 
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(3) その他 

ア 平面図及び求積図等が、縦横断図の内容と整合していること。 

イ やむを得ない事由により、復元レベルが採取前地盤高と同一とならない場合は、採

取中の計画平面図のほか、採取前の現況平面図及び採取終了後の計画平面図を作成す

ること 

   ウ 山砂利採取等において、認可の有効期限後も認可を申請し、当該区域を継続して採

取しようとする計画がある場合は、全体計画図を作成するなど採取の経過を明示する

こと。 

 ５ 実測縦断面図及び実測横断面図（認可規則第３条第２項第４号） 

   縮尺500分の１（深さについては50分の１）の掘削又は切土に係る土地の実測縦断面図

及び実測横断面図を作成すること。 

ア 採取区域の全体的な地形が把握できるよう配慮して作成すること。 

イ 縦断線が、採取場の中心となる部分にかかるように記載すること。全体的な地形を

把握する上で必要な場合には、複数の縦断線を設定し、それぞれについて縦断面図を

作成すること。 

ウ 水準杭、現況線、採取計画線、最終埋め戻し計画線、境界及び保安距離を記入する

こと。 

エ 横断面図には、センター部分、横断線の位置及び断面積も併せて記入すること。 

 ６ 砂利採取業者の登録を受けていることを示す書類（認可規則第３条第２項第５号） 

   都道府県知事が発行した砂利採取業者の登録通知書の写しを提出すること。 

   ただし、栃木県知事の登録を受けている砂利採取業者は、登録通知書の添付を省略する

ことができる。 

 ７ 監督計画書（認可規則第３条第２項第６号） 

   砂利要綱別記様式第３号により作成すること。 

ア 緊急時の連絡先 

連絡可能な住所、電話番号（事務所責任者及び業務主任者の自宅又は携帯電話）を

記入すること。 

イ 業務主任者 

事務所に置く業務主任者として登録した者を記入すること。 

   ウ 監督指導計画 

登録規則第７条及び下記の記入例を参照すること。 

砂利採取業者の登録等に関する規則（昭和43年通商産業省令第80号） 

（業務主任者の職務） 

第７条 法第14条第１項の経済産業省令で定める業務主任者の職務は、次の各号

に掲げるものとする。 

一 採取計画の作成及び変更に参画すること。 

二 砂利採取場において、認可採取計画に従って砂利の採取が行われるよう監

督すること。 

三 砂利の採取に従事する者に対する砂利の採取に伴う災害の防止に関する教

育の計画の立案、実施又はその監督を行うこと。 

 四 法第32条の帳簿の記載及び法第33条の報告について監督すること。 

五 砂利の採取に伴う災害が発生した場合に、その原因を調査し、及びその対

策を講ずること。 
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［記入例] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ その他 

監督計画書に記載した砂利採取業務主任者の砂利採取業務主任者試験合格証(写し) 

を提出すること。 

ただし、栃木県知事の交付した砂利採取業務主任者試験合格証については、添付を

省略することができる。 

 ８ 砂利の採取を行うことについて申請者が権原を有すること又は権原を取得する見込みが

十分であることを示す書面（認可規則第３条第２項第７号） 

  (1) 必須書類 

ア 登記事項証明書〔自社所有・他人所有〕 

「採取計画書１(3)採取場の地番」(「洗浄施設計画書１(3)洗浄施設場の地番」)に記

載された全ての土地について、申請前３か月以内に発行された登記事項証明書を提出す

ること。 

登記事項証明書は、登記所（宇都宮地方法務局及びその出張所等）が発行した全部事

項証明書に限り、その写しは不可とする。 

   イ 土地使用契約書等（写し）〔他人所有〕 

「採取計画書１(3)採取場の地番」(「洗浄施設計画書１(3)洗浄施設の地番」）に記 

載された土地のうち、申請者の所有する土地以外の全ての土地について、採取の権原

（賃貸借契約又は地権者の同意等）を有することを証する書類の写しを提出すること

。 

契約書等の作成に当たっては、契約年月日、契約物件、契約者（共有地にあっては

共有者全員の氏名）、契約期間及び契約の条件等を明記し、疑義が生じないよう正確

かつ客観的な記載を心がけること。 

申請者が法人であって、その代表者個人が所有する土地を採取する場合も、契約書

等の提出が必要となるので、注意すること。 

   ウ 採取予定地に権利を有する第三者の同意書〔自社所有・他人所有〕 

採取予定地に、申請者又は所有者以外の第三者の権利（抵当権、賃借権等）が設定

されている場合は、当該第三者の同意書を提出すること。 

  (2) 名義人と権利者が異なる場合の特例 

     登記簿上の所有者（名義人）と実際の所有者又は契約者等（権利者）が異なる場合

は、次の書類を提出することにより、採取権原を推定することができる。 

     しかし、たとえこれらの書類が整った場合であっても、ほかに真の所有者が存在す

監督

指導

計画 

１ 採取計画の作成及び変更に参画する。 

２ 砂利採取において認可採取計画に従って砂利の採取が行われるよう従業員

等に対する計画内容の指示を毎日実施し、その実施内容を常時監督する。 

３ 砂利の採取に従事する者に対し、砂利の採取に伴う災害の防止に関する保

安教育を週に１度以上実施し、又は実施させるよう監督を行う。 

４ 採取場からの採取実績、監督した時間、土砂処理状況、災害防止の内容等

を帳簿に記載するとともに法規等に定められた報告について監督する。 

５ 災害が発生した場合、速やかにその原因を調査し、その対策を講ずる。 

６ 従業員に対し、さし枠取付け､過積載の禁止、積載物の落下防止のためのシ

ート着用等の教育及びその監督を行い、関係法令の遵守に万全を期する。 
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る可能性を排除できない場合は、権原不存在を理由に不認可となる可能性もあるので

注意すること。 

   ア 売買後所有権移転登記が未了の場合 

     当該土地売買等に係る契約書（写し） 

   イ 被相続人死亡後相続人への所有権移転登記が未了の場合 

   相続関係を説明する家系図、被相続人及び相続人の戸籍謄本（謄本の写し不可）、 

相続権を有する者全員の砂利採取に対する同意書等 

ウ 採取地が共有地であって、共有者のうちの代表者が契約を行う場合（イにおいて、

相続人の代表者が砂利採取に係る契約を行う場合も含む。） 

   代表者以外の共有者全員が、砂利採取に係る契約を当該代表者に委任したことを証 

する書面 

  (3) 採取区域に法定外公共物（赤道・青地）が含まれる場合の特例 

公図上に存在する赤道や青地は公有地であり、現況を問わず、採取に当たっては必 

ず払下げを受けること。 

ただし、土地の掘削の有無に応じ、以下の書類が提出された場合には採取を認めるこ 

とがある。 

ア 土地の掘削を伴わない場合 

洗浄施設敷地や搬出入路の区域に法定外公共物が含まれる場合は、法定外公共物占

用許可等を受けたときは、当該許可等を受けたことを示す書面（写し） 

   イ 土地の掘削を伴う場合 

実際に砂利を掘削する区域に法定外公共物が含まれる場合は、法定外公共物占用許

可書のほか、法定外公共物の敷地内における産出物の採取許可を受け、当該許可を受

けたことを示す書面（写し） 

 ９ 関係法令の処分関係書面（認可規則第３条第２項第８号） 

砂利の採取に際し、農地転用許可（農地法）又は林地開発許可（森林法）等関係法令の

許可、認可その他の処分が必要となる場合は、当該許認可を行う行政庁が発行した許可書

等の写し又は当該行政庁に提出した申請書等の写し（提出先の受付印があるもの）を提出

すること。 

洗浄施設を産業廃棄物の中間処理施設と併用する場合（廃棄物の処理及び清掃に関する

法律）及び洗浄施設の敷地内に一時堆積場を設置する場合（栃木県土砂等の埋立て等によ

る土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例）も同様とする。 

10 埋土の確保状況及び運搬経路を示す書面（認可規則第３条第２項第９号） 

  (1) 埋土の確保状況を示す書面 

ア 申請者が所有する土地において、埋戻しのための土砂等の全部又は一部を確保して

いるとき 

採取可能な土砂等の土量計算書及び当該土地を所有していることを証する書面 

イ 申請者が所有する土地以外の土地において、埋戻しのための土砂等の全部若しくは一

部を確保しているとき又は確保する見込みであるとき 

当該土地の所有権者と申請者との間で締結した契約書の写し及び所有権を証する書 

面並びに採取可能な土量計算書 

ウ 埋戻しのための土砂等を購入し、又は無償で譲り受けるとき 

土砂の所有権者と申請者の間で締結した売買契約書等 

エ アからウまで掲げる場合において、埋戻しのための土砂等の所在地が、砂利採取法

による認可を受けた洗浄施設、採石法による認可を受けた岩石採取場、鉱業法による
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施業案の認可を受けた鉱山であるとき 

砂利採取法、採石法又は鉱業法による認可書等の写し 

  (2) 埋土の運搬経路を示す書面 

埋土の採取場及び採取場等の位置を明示し、運搬経路を朱記した地図を作成すること。 

「11砂利の運搬経路図」との兼用可とする。 

11 砂利の運搬経路図（認可規則第３条第２項第10号） 

砂利採取場、国道・県道の位置及び砂利の搬出先（洗浄施設等）までの運搬経路を朱記

した地図を作成すること。経路の選定に当たり、市町への道路使用届又は通行協議等が必

要な場合は、道路使用届（提出先の受付印があるもの）又は当該協議書等も提出すること。 

なお、位置図又は見取図等に、国道・県道の位置及び砂利の搬出先（洗浄施設等）までの

運搬経路を朱記した場合は、作成を省略することができる。 

12 土壌汚染対策法等公害規制法令により届出をした施設等の届出書の写し 

（砂利要綱第４条第２号ア） 

   公害規制法令又は環境法令に係る届出が必要な場合は、当該届出書の写し（提出先の受

付印があるもの）を提出すること。 

ここに、代表的な届出を記す。ただし、必要な届出は、これらに限られるものではない

ので、申請の都度法令所管課に確認するとよい。 

   ア 土地の形質変更届（土壌汚染対策法） 

   イ 一般粉じん発生施設設置届 

（大気汚染防止法・栃木県生活環境の保全等に関する条例） 

   ウ 特定施設設置届 

（水質汚濁防止法・振動規制法・栃木県生活環境の保全等に関する条例） 

エ 特定建設作業実施届（騒音規制法・栃木県生活環境の保全等に関する条例） 

 13 公図の写し（砂利要綱第４条第２号イ） 

   以下のとおり作成した公図（登記所備え付けの地図をいう。）又は公図に準ずる地図の 

写しを提出すること。 

   ア 方位及び縮尺を記入し、採取場（洗浄施設）の区域を朱線で囲むこと。 

イ 採取場（洗浄施設）の区域及び当該採取場（当該洗浄施設）に隣接する全ての土地

の所有者、地番、地目及び地積を記入すること。 

ウ 転写場所（法務局又はその出張所の名称）、転写日及び「公図写しに相違ない。」

旨の文言を付したものであって、転写者名義の記名押印があること。 

14 採取計画及び実施工程表（砂利要綱第４条第２号ウ） 

ア 砂利要綱別記様式第４号により作成すること。 

イ 期間、工種等について、採取計画書の内容と整合していること。 

ウ 既に認可を受けた採取計画の変更認可等を申請する場合には、当初申請時に添付し

た「採取計画及び実施工程表」に実施済み工程分を朱書きにて追記すること。 

 15 取水及び放流に係る水利権者等の同意書（砂利要綱第４条第２号エ） 

河川、水路等から取水し、又は河川等に放流する場合には、当該河川、水路等における水

利権者及び漁業権者の同意書の写しを提出すること。 

 16 公共施設の管理者の同意書（砂利要綱第４条第２号エ） 

砂利採取場（洗浄施設）に、水利施設又は公共施設が隣接又は近接しており、砂利採取

により当該施設の機能を損壊する可能性を否定できない場合には、施設設置者（管理責任

者）の同意書を提出すること。（第３－１(6)・第４－１(7)参照） 

これまでの審査において、同意書の提出を求めた公共施設は次のとおりとなるので、採
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取計画立案の参考にすること。 

ア 水利施設（土地改良区等との間で砂利採取全般に係る協議を行っている場合は、提

出不要。） 

イ 河川及びその堤防（河川法適用の有無を問わないが、横断可能な水路は除く。） 

ウ 道路又は鉄道の盛土 

エ 鉄道の軌道敷 

オ 鉄道高架橋（新幹線を含む。） 

カ 電柱、送電線の鉄塔等 

なお、管理者名義の同意書の提出が困難な場合は、管理者との協議記録を作成し、提出

すること。 

 17 他の法令に基づく土地利用行為が確実に行われる見通しを示す書面 

（砂利要綱第４条第２号オ） 

   他の法令に基づく土地利用（産業廃棄物処理施設の設置等）の付随行為として砂利採取 

を行う場合には、当該土地利用行為が確実に行われる見通しを示す書面（産業廃棄物処理

施設設置許可書または申請書等の写し）を添付すること。 

 18 ボーリング調査結果等（砂利要綱第４条第２号カ） 

   農地における砂利採取で10メートルを超えた掘削を計画する場合には、砂利層の存在を 

示すボーリング調査結果等を提出すること。 

 これまでの採取実績により砂利層の存在が明らかで、ボーリング調査を不要と判断する

場合は、任意の地図に３か所以上の採取地点を明示し、事業者名、認可日、認可番号、採

取期間及び掘削深を記載した書類を作成すること。 

 19 前回認可地の進捗状況に関する書面（砂利要綱第４条第２号キ） 

   前回地（現在認可を受けて採取を行っている採取場）の埋戻しが完了していない場合、 

前回地の進捗状況を記載した砂利要綱別記様式第５号及び第４号を添付すること。 

 20 沈殿池の平面図、構造図及び容量計算書（砂利要綱第４条第２号ク） 

   洗浄施設の認可を申請する場合、洗浄施設に設置を計画する沈殿池の平面図、構造図及 

び容量計算書を提出すること。 

ア 沈殿池の平面図 

 洗浄施設配置図、洗浄設備系統図及び水処理系統図とともに作成すること。 

（４実測平面図(1)ア～オ参照） 

  イ 構造図 

    沈殿池の全体的な形状が把握できるよう作成すること。 

容量計算の基礎として断面積、表面積等も表示すること。 

  ウ 容量計算書 

沈殿池の容量計算及びその基礎となる求積図、面積計算表等を添付すること。 

（４(2)添付資料参照） 

 21 使用する土砂等の採取場所ごとに埋立て等を行う区域を記載した計画平面図、計画縦断 

面図、計画横断面図（土砂要綱第３条第２項第１号） 

要検査土砂による埋戻しを行う場合は、使用する土砂等の採取場所ごとに要検査土砂に 

  よる埋立てを行う区域を記載した計画平面図、計画縦断面図、計画横断面図を提出するこ

と。 

また、計画平面図には、要検査土砂による埋立て等を行う区域の求積図、面積計算書、

容量計算書を添付すること。 
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 22 採取場の埋立て等に使用する土砂等の予定量に係る計算書 

（土砂要綱第３条第２項第３号） 

   やむを得ない事由により、復元レベルが採取前地盤高と同一とならず、埋戻し土砂等の 

量が採取量計算書に記載した採取量と異なる場合は、採取場の埋立て等に使用する土砂等 

の予定量に係る計算書を添付すること。 

なお、採取跡地は採取前の状況への復元を原則としており、無条件にこれと異なる処理

が認められるわけではないことに留意すること。 

 23 要検査土砂等による埋戻しを行う場合における土地の所有者の同意書 

（土砂要綱第３条第２項第４号） 

   採取場の埋立て等を要検査土砂等により行う場合は、当該要検査土砂等による埋立て等 

についての当該採取場に係る土地所有者の同意書（土砂要綱別記様式第１号）を提出する

こと。 

24 採取場から排出される水の汚染状態を測定するための施設の概要を記載した書面 

（土砂要綱第３条第２項第５号） 

   採取場の区域から当該区域外に排出される水の汚染状態を測定するための施設（完了検

査等を水質検査により行う場合に設置する施設等）を設置する場合は、当該施設の概要を

記載した図面を提出すること。 

25 その他参考となる事項を記載した書面 

  下記の書類が存在する場合は、提出すること。 

   ア 私道等の通行に関する同意を示す書面 

イ 洗浄施設の採取期間について、原則３年以内を５年以内とする期間延長又は10メー

トルを超える掘削を申請する場合において、陸砂利組合のパトロールによる前回地又

は洗浄施設の判定表があるときは、その判定表 

ウ 添付書類確認表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ よくある質問と答え 
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   よくある質問とその答えをまとめました。 

   申請全般についてはＱ１～Ｑ４に、土砂全般についてはＱ５～Ｑ８に記載しています。 

   Ｑ１ 採取計画の変更 

 Ｑ２ 採取終了時の手続 

   Ｑ３ 分断された土地における砂利採取 

   Ｑ４ 公図における隣接者の表記について 

   Ｑ５ 要検査土砂と検査不要土砂について 

   Ｑ６ 要検査土砂搬入時の手続 

   Ｑ７ 一時堆積場から土砂を搬入する場合の手続 

Ｑ８ 地山特例について 

 

 Ｑ１ 採取計画を変更するにはどうしたらよいか。 

 Ａ１ 認可を受けた採取計画を変更しようとするときは、採取計画の変更の認可を申請する 

ことにより、計画を変更することができます。しかし、変更にはやむを得ない理由の存

在が必要なため、事前に工業振興課鉱政担当まで相談してください。 

 土砂の受入れを理由とする期間延長、陸砂利採取において延長後の採取期間の合計が

１年６月を超える期間延長は、やむを得ない理由が存在するとはいえません。 

なお、軽微基準に該当する事項であれば、「軽微な変更届書」を提出することで採取

計画を変更することができますが、判断に迷う場合もありますので、事前に工業振興課

鉱政担当まで相談してください。 

   (1) 変更認可申請の場合 

ア 採取計画変更認可申請書（砂利要綱別記様式第１号の３又は第１号の４） 

イ 変更事項を反映した採取計画書（砂利要綱別記様式第１号の１又は第１号の２） 

    イ 連帯保証書（栃木県陸砂利採取業協同組合との共同申請によらない場合に限る） 

ウ その他 

  「ア採取計画変更認可申請書」については、変更箇所が分かるよう新旧対照表方 

式で作成してください。 

提出書類確認表に掲載の書類のうち、採取計画の変更により内容に変更が生じる 

場合は、その書類や図面も提出してください。 

   (2) 軽微な変更の場合 

          砂利の採取に支障がなく、災害発生のおそれがない行為については、軽微変更届を

提出することで、採取計画を変更することができます。 

    ア 軽微な変更届書（認可規則様式第２の２） 

    イ その他 

  「ア採取計画変更認可申請書」については、変更箇所が分かるよう新旧対照表方 

式で作成してください。 

提出書類確認表に掲載の書類のうち、採取計画の変更により内容に変更が生じた 

場合は、その書類や図面も提出してください。 

砂利の採取計画の軽微な変更に該当する事項を定める基準 

第２ 総則 

   砂利の採取計画（以下「計画」という。）に定める事項の変更が、第３ 

  に掲げる事項であって、当該計画における砂利の採取（洗浄を含む。）に 

関する行為に支障がなく、かつ、新たに災害が発生するおそれがないもの 
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であること。 

第３ 軽微な変更に該当する事項 

 １ 運搬経路（搬出入路を含む。）の変更など、採取区域、採取量及び採取 

方法の変更を伴わない部分的な変更であること。 

２ 砂利の採取のための機械・設備を更新すること又は設置台数を減らすこ

と（災害の防止能力が低下しない場合に限る。）。 

３ 採取場の埋立て等に使用する土砂等の増加を伴わない変更であって、埋

立て等に伴う災害発生のおそれがないものであること（栃木県土砂等によ

る採取場の埋立て等に関する要綱第４条第２項関係）。 

４ 砂利洗浄施設（付随する破砕・選別施設を含む。）の区域内において、

以下の行為を行うこと。 

(1) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）の規定に 

基づく許可を受けて、当該洗浄施設を廃棄物処理施設として併用するこ 

と（当該廃棄物処理に係る保管施設等の設置を含む。）。 

(2) 栃木県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関

する条例（平成10年栃木県条例第37号）又は当該条例と同等の趣旨で制

定した市町の条例の規定に基づく特定事業の許可を受けて、土砂等をた

い積すること（当該たい積に係る設備等の設置を含む。）。 

(3) 上記(1)及び(2)のほか、砂利の採取に関する行為以外の行為を行うこ

と（当該行為のための設備等の設置を含む。）。ただし、法令の規定に

基づく許認可等を要する場合は、当該許認可等を受ける見込みが十分に

あるものに限る。 

５ 砂利洗浄施設の区域の縮小に係る変更であること（新たな区域の編入を

伴わないものに限る。）。 

Ｑ２ 採取終了時の手続を知りたい。 

Ａ２ 採取終了後20日以内に、 

ア 認可採取計画の終了報告書（砂利要綱別記様式第９号） 

イ 採取計画終了時の採取場の写真 

ウ イの撮影位置図（平面図に撮影地点を図示したもの） 

を県工業振興課宛て提出してください。 

 Ｑ３ 分断された別々の土地を、１つの砂利採取計画の中で採取することはできるか。 

 Ａ３ 横断可能な道路、水路等の人工の工作物により区分されているが、その工作物を除く

と２つの土地が隣接しているといえる場合には、一体の採取場とみなし、１つの採取計

画により採取を行うことができる場合があります。ただし、一定の規模を有する道路（国

道、センターラインのある県道等）、横断不可能な河川等により分断されている場合は

一体の採取場とは認めることはできません。 

なお、図面上は一見すると一体の採取場と扱うことができるようにみえる場合であっ

ても、現地調査の結果、災害防止の観点から、別個の採取場として扱わざるを得ないと

判断することもあるので、申請前に工業振興課鉱政担当まで相談するようにしてくださ

い。 

 Ｑ４ 隣接同意書の添付が不要でも、公図の写しに隣接地権者の記入を求める理由は何か。 

 Ａ４ 砂利採取場の隣接地は、砂利採取に伴う災害の危険性に最も曝される可能性のある土 

地であり、災害発生時において迅速な対応をとるためにも、工業振興課において所有者 
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等の情報を把握しておく必要があります。 

もとより砂利採取に当たり周辺住民の理解を得ることは当然であり、とりわけ隣接地

権者の協力が得られない中での採取は想定しがたく、同意書添付の如何を問わず、事業

者は隣接地権者の氏名・住所・連絡先等を把握しており、隣接者の氏名等の公図明記を

求めたとしても実質的な負担はないものと考えておりますので、御理解と御協力をよろ

しくお願いします。 

 

 Ｑ５ 要検査土砂とは何か。具体的には何が要検査土砂に該当するのか。 

 Ａ５ 県では、埋戻しに使用する土砂を検査不要土砂と要検査土砂の２種類に区分し、要検

査土砂による埋戻し・埋立て等を行う場合は、その安全性を担保するため、搬入前後に

検査をお願いしています。検査不要土砂と要検査土砂の内訳は次のとおりです。 

検 査 の 有 無 
埋戻しに使用する

土砂の種類 
備  考 

検査不要土砂 

ズリ 

廃土石 

認可岩石採取場 

石灰・けい石の鉱山（金属系不可） 

還元土石 砂利洗浄施設 

要検査土砂 

（5,000㎥毎に検査） 

一時堆積場 

(ストックヤード) 

 

建設残土 公共建設発生土等 

要検査土砂 

（混合して検査） 
自然状態の地山 

工業振興課が認めた地山に限る。未確認の

場合、5,000㎥毎の検査が必要となる。 

検査不要土砂、要検査土砂を問わず、採取計画書の「５採取跡地の整地計画に関する事

項」において、埋戻しに使用する土砂の確保状況を説明する必要があるので、忘れずに記

入してください。 

 Ｑ６ 要検査土砂による埋立て等を行う場合の手続を知りたい。 

 Ａ６ 要検査土砂等による埋立てを行う場合に必要となる手続きは以下のとおりです。 

    採取場への土砂の搬入時→埋立て中→埋立て等完了時の各段階で、それぞれ以下の書

類が必要となります 

(1) 採取場への土砂の搬入時における搬入前検査（土砂要綱第５条第２項） 

要検査土砂を砂利採取場に搬入しようとするときは、5,000㎥ごとに搬入届等を作成

し、搬入前までに工業振興課鉱政担当まで提出してください。 

   ア 土砂等搬入届（土砂要綱別記様式第２号） 

   イ 要検査土砂等の採取場所の責任者が発行した土砂等発生元証明書（土砂要綱別記

様式第３号） 

   ウ 要検査土砂等に係る試料を採取した地点の位置図 

エ 要検査土砂等に係る試料を採取した状況を撮影した写真 

    オ 検査試料採取調書（土砂要綱別記様式第４号） 

    カ 計量証明書（計量法第110条の２第１項の規定による証明書） 

   (2) 埋立て中における定期検査（土砂要綱第６条） 

要検査土砂による埋立て等を開始した日から６月ごとに定期検査を実施し、６月経

過後２週間以内に次の書類を提出してください。要検査土砂による埋立てが６月以内

に終了する場合、定期検査の実施は不要です。 

検査方法については、水質検査又は地質検査いずれかの検査方法を選択して差し支
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えありませんが、水質検査を選択する場合は、採取計画書において水の汚染状態を測

定するための施設の概要（構造図）を記載した書面を提出する必要があります。（第

５関係書類－24参照） 

ア 水質検査等報告書（土砂要綱別記様式第５号） 

    イ 土砂等による埋立て等状況報告書（土砂要綱別記様式第６号） 

   ウ 水質検査または地質検査の試料を採取した地点の位置図 

エ 水質検査または地質検査の試料の採取の状況を撮影した写真 

    カ 検査試料採取調書（土砂要綱別記様式第４号） 

    キ 計量証明書（計量法第110条の２第１項の規定による証明書） 

   (3) 埋立て等完了時における完了検査（土砂要綱第７条） 

要検査土砂等による埋立て等が完了したときは、完了検査を実施してください。 

検査対象区域は、要検査土砂等による埋立てを行った区域のみです。表土仕上げ・

整地まで行う必要はありません。完了検査には工業振興課職員が立ち会うので、要検

査土砂による埋立ての完了の目処がついた段階で、工業振興課鉱政担当まで連絡願い

ます。 

定期検査同様、水質検査又は地質検査いずれかの検査方法を選択して差し支えあり

ませんが、水質検査を選択する場合は、採取計画書において水の汚染状態を測定する

ための施設の概要（構造図）を記載した書面を提出する必要があります。（第５－24

参照） 

検査結果については、次の書類により報告してください。 

    ア 土砂等による埋立て等完了報告書等（別記様式第７号） 

   イ 水質検査または地質検査の試料を採取した地点の位置図 

ウ 水質検査または地質検査の試料の採取の状況を撮影した写真 

    エ 検査試料採取調書（土砂要綱別記様式第４号） 

    オ 計量証明書（計量法第110条の２第１項の規定による証明書） 

Ｑ７ 一時堆積場を経由して土砂を搬入する場合の検査方法について教えてほしい。 

Ａ７ 建設発生土を埋戻しに使用する場合、砂利採取の工程と無関係に公共工事が行われる

ことから、洗浄施設内にストック場を設け土砂を保管し、必要に応じ砂利採取場に搬入

することが考えられます。 

  (1) 堆積場の構造 

洗浄施設内に一時堆積場を設置する場合は、洗浄施設の設置計画に明記すれば、一時

堆積場を設置することは可能です。（軽微基準第３－４(1)参照） 

一時堆積場は区分堆積が基本ですが、以下の条件を満たす場合は、区分堆積すること

なく、土砂を保管することができます。 

ア 大元の土砂発生場所で発行された土砂等発生元証明書、検査試料採取調書及び計

量証明書が存在していること。 

イ 一時堆積場において３月ごとに定期検査が実施されていること。 

ウ 一時堆積場の出入口が施錠されていること。 

  (2) 必要書類 

区分堆積された一時堆積場又は上記ア～ウまでに掲げる条件を満たした一時堆積場か

ら砂利採取場に土砂を搬入する場合、当該一時堆積場又は区分堆積されている場所にお

ける土砂等発生元証明書、検査試料採取調書及び計量証明書を添付することにより、大

元の土砂発生場所で発行された土砂等発生元証明書、検査試料採取調書及び計量証明書
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の添付を省略することができます。 

  (3) 一時堆積場が土砂条例の特定事業の許可を受けている場合の特例 

   さらに、当該一時堆積場が、土砂条例の特定事業の許可を受けている場合、土砂等発

生元証明書のほか、当該一時堆積場の許可書（写し）及び搬出しようとする土砂等が全

て記載された特定事業（一時堆積事業）状況報告書（提出先の受付印のあるもの）の写

し、状況報告書とともに提出した検査試料採取調書及び計量証明書を提出することで、

大元の土砂発生場所で発行された土砂等発生元証明書、検査試料採取調書及び計量証明

書の写しを省略することができます。（土砂要綱第８条第３項） 

ただし、状況報告書の作成日以降に土砂が搬入され、当該土砂により埋立て等を行う

場合は、原則どおり、土砂に係る（一時堆積場への）搬入届及び大元の土砂発生場所で

作成された土砂等発生元証明書、検査試料採取調書及び計量証明書を添付してください

。（第８条第１項） 

  (4) その他 

    災害発生防止の観点から、掘削終了次第、速やかな埋戻しが求められます。 

採取期間内であっても、土砂の受け入れを目的に長時間にわたり砂利穴を放置するこ

とは認められませんので、確保しているズリ等により速やかに埋め戻してください。 

Ｑ８ 地山から採取する土砂等により埋立て等を行う場合の特例があると聞いたが。 

Ａ８ 自然の状態が維持されている地山を採取場所等とする土砂等により採取場の埋立て等

を行う場合は、搬入届・中間検査・完了検査のいずれにおいても、試料を採取した地点

の位置図、試料の採取の状況を撮影した写真、検査試料採取調書、計量証明書の作成条

件が緩和されます。 

   ただし、当該特例の適用を受けるのは、工業振興課が現地調査等により、自然の状態

が維持されていると認めた地山に限られます。 

原則 5,000㎥ごとに１検体ずつ試料を作成し、検体ごとに検査を実施すべき 

地山特例 5,000㎥ごとに１検体ずつ試料を作成し、これらを混合した１試料で検査可 

なお、同一の地山を複数の採取計画で使用することもできますが、必ず採取計画ごと 

に搬入前検査を実施してください。（搬入前検査の使い回し不可） 

 

Ｑ９ 地山特例について、搬入届に添付する検査試料採取調書等に有効期限があるか。 

Ａ９ 半年程度が望ましいと考えますが、地山の形状が大幅に変わらない限り、採取計画期

間中は最初の搬入前検査の結果を使用して差し支えありません。 

 

 


